
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：25－032） 

 

１ 2 月 23 日及び 24 日、在パラオ米国大使館は、現地政府機関等と連携し、

津波への対応と連携に焦点を当てた危機管理演習を実施した。同演習では、早

期警報システム、避難手順、通信手順の確認などが行われた。 

原文 

（2nd March 2026, Island Times） 

 

２ 太平洋諸島フォーラム（PIF）事務局とフォーラム・トロイカ（トンガ、

ソロモン諸島、パラオ）の政府高官は東京を訪問し、奥山太平洋・島サミット

（PALM）担当大使と会談した。これは、2025 年 7 月 11 日にフィジーで初開催

された日・PIF 事務局「キズナ・タラノア」協議の一環で、2027 年に予定され

ている PALM11に向けた意見交換等が行われた。 

原文 

（10th March 2026, PACNEWS） 

原文 

（13th March 2026, PIF） 

 

３ 3 月 4 日、台湾の林外交部長は、頼総統の特使としてツバルを訪問し、テ

オ首相などから歓迎を受けた。今回が 3 回目の訪問であり、スマートヘルスケ

ア、スマート農業分野における両国間の協力の成果を視察するとともに、デジ

タル開発、医療、気候変動に関する協力について、ツバル当局者と意見交換を

実施する。 

原文 

（5th March 2026, Islands Business） 

 

４ 米国とクック諸島は、深海鉱物資源開発に係る協力のための「米国・クッ

ク諸島ワーキンググループ」設立を主な内容とする新たな非拘束的協定「重要

鉱物研究・サプライチェーン安全保障に関する戦略的枠組み」を発表した。一

部のアナリストは、同ワーキンググループが、米国が国益のために重要鉱物の

採掘支持を押し通す手段になり得るとの懸念を示している。 

原文 

（4th March 2026, Pacific Island Times） 

原文 

（10th March 2026, RadioNZ） 

 

https://islandtimes.org/u-s-embassy-conducts-crisis-management-exercise-with-local-partners/
https://pina.com.fj/2026/03/10/pacific-ambassadors-in-tokyo-meet-troika-officials-ahead-of-kizuna-talanoa/
https://forumsec.org/publications/release-pacific-islands-forum-secretariat-and-japan-advance-dialogue-through-kizuna
https://islandsbusiness.com/news-break/taiwan-shores-up-tuvalu-relationship/
https://www.pacificislandtimes.com/post/us-cook-islands-deal-raises-concerns-over-seabed-mining-talks-between-a-super-power-and-a-tiny-islan
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/589143/minerals-and-military-incoming-us-ambassador-spells-out-vision-for-nz-and-pacific


５ 欧州連合（EU）は、マーシャル諸島をマグロその他の水産物輸出の適格国

として認定するためのオンライン監査を昨年末に実施した。後日、EU 当局によ

る現地監査が実施される予定である。監査においては、IUU 漁業の防止、食品

の衛生的かつ安全な取り扱いに焦点が当てられる。マーシャル諸島海洋資源局

（MIMRA）は過去 2年に亘り、マジュロのマグロ加工会社に対する衛生ワークシ

ョップや抜き打ちの施設検査など、監査に向けた取り組みを実施している。 

原文 

（6th March 2026, Radio NZ） 

 

６ トランプ政権による大幅な予算削減は、米国の同盟国にも影響を及ぼして

いる。太平洋地域に気象情報を提供するオーストラリア気象局の「ACCESS」モ

デルの一部は米国のデータに依存しているが、米海洋大気庁（NOAA）の予算削

減により自然災害の予測等が困難になり、地域社会はより脆弱な状態に置かれ

ることになった。 

原文 

（8th March 2026, Pacific Island Times） 

 

７ クック諸島のブラウン首相は、ニュージーランド（NZ）との永続的な関係

を強化する一連の公務のため、同国を訪問することを発表した。昨年 2 月にク

ック諸島が中国との包括的戦略的パートナーシップ協定を締結して以来、初め

ての NZ 訪問となる。NZ は、中国との同協定締結に関する協議が欠如していた

として、クック諸島への 2980万 NZドルの資金提供を停止している。 

原文 

（11th March 2026, Radio NZ） 

 

８ 2 月 26 日、籠宮駐ミクロネシア大使と日本地雷処理を支援する会（JMAS）

チューク事務所の内山代表は、チュークラグーンにおける第二次世界大戦時の

沈船からの油除去事業を継続する契約書に署名した。 

原文 

（11th March 2026, The Kaselehlie Press） 

 

９ 2 月 24 日、国際移住機関（IOM）は日本政府の支援を受け、マーシャル諸

島政府と連携し、食料生産の強化と栄養状態の改善を目指す 2 年間のプロジェ

クトを開始した。2021 年の国連の報告書によると、マーシャル諸島の輸入品の

80％以上は加工食品であり、肥満、糖尿病その他の疾患が増加している。 

原文 

（11th March 2026, The Kaselehlie Press） 

 

１０ 国際刑事警察機構（INTERPOL）は、太平洋島嶼国の国際犯罪に対する能

力強化を 3 年間に渡って支援するブルーパシフィック・プロジェクトを実施し

https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/588841/marshall-islands-aims-for-eu-export-approval
https://www.pacificislandtimes.com/post/when-us-closes-a-door-china-opens-a-window
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/589231/cook-islands-pm-mark-brown-set-for-first-major-new-zealand-visit-since-diplomatic-row


ている。同プロジェクトの一環で、ミクロネシア連邦において司法省及び国家

警察を対象とした訓練が実施され、豪州、ニュージーランド、英国がこれを支

援した。 

原文 

（11th March 2026, The Kaselehlie Press） 

 

１１ マーシャル諸島では違法薬物が蔓延しており、法執行機関の強化が求め

られている。Arno 環礁で麻薬密輸に使用された疑いのある半潜水艇が見つかっ

たことも新たな懸念を巻き起こしている。このような中、ハイネ大統領は 3 月

9 日の議会において、伝統的酋長、政府、関係団体を集め、麻薬対策の改善な

どについて議論する国家安全保障サミットの計画を明らかにした。 

原文 

（13th March 2026, The Marshall Islands Journal） 

 

  



 

  



 



 
 

  



 

 

 

 


